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国立大学法人岡山大学 中期計画

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 教育に関する目標を達成するための措置

（１）教育の成果に関する目標を達成するための措置

（各年度の学生収容定員は，別表添付）

①学士教育（教養教育・学部専門教育），大学院教育を通して，課題探究能力と

課題解決能力の習得を徹底させ，総合的で的確な判断力を涵養する教育体系を

確立する。さらに，リーダーとして具備すべき基本的資質である高い倫理性と

広範な国際性を習得させる。

②教育の成果・効果（目標達成度）を厳密に検証するため，入試成績と入学後の

成績の追跡調査，学生・同僚による授業評価，就職先企業・団体等に対するア

ンケート，外部評価機関による第三者評価（国際基準に基づく客観的評価），

卒業生･外部有識者による教育評価等を実施する。また，到達目標を明示した教

育体系を社会に公表するとともに，学生に対しては厳格な成績評価等により学

習達成度の把握に努める。

③卒業後の進路等の観点から，教育内容の点検･適切化を不断に行い，大学院入学

試験，種々の国家試験･資格試験，公務員試験，民間企業･各種団体機関（教育

研究，医療福祉など）の就職試験等における合格率，就職率の向上に努める。

④学生に対し総合的に支援する組織「教育・学生支援機構」を設置する。

［学士教育］

ⅰ（教養教育）

①全学共通に実施する教養教育では，以下の諸点を重視して基本目標の達成を目

指す。

・社会倫理に調和した自我の確立（人格形成）

・生涯にわたる学習習慣の形成

・課題探究指向性の獲得

・専門教育の学習に耐え得る基礎学力の習得

・実用的な外国語能力の習熟

・必要十分な情報処理能力の習熟

・人権及び異文化に対する理解

②教養教育の目標を達成するため，全学の人的資源を最大限活用して教養教育プ
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ログラムの開発を行う。

ⅱ（学部専門教育）

①学部専門教育においては，以下の諸点を重視して基本目標の達成を目指す。

・各領域のコアとなる専門知識の習得を徹底させる。

・各領域は，常に社会が求める人材の資質を的確に把握し，社会の要求に対応

し得る人材の育成を図る。

・国際化社会において専門分野の学習成果を駆使して活躍するための外国語に

よるコミュニケーション能力の習熟を図る。

［大学院教育］

①大学院教育では，総合大学院の特色を生かし，急速な学術の高度化に対応した

柔軟なカリキュラムの編成，専門分野に応じたコア・カリキュラムの提示など

により，教育実施体制の強化を図るとともに，以下の諸点に重点をおき，基本

目標の達成を目指す。

・幅広い文化知識，複合的な視野，豊かな人間性を備え，伝統文化や自然環境

の保全等と高度産業社会の発展を調和させ得る知識人の育成を図る。併せて，

高度な教育実践能力を有する教育専門職の養成を図る。

・人類の持続的な発展を支える高度科学技術の発展に主体的に貢献し得る人材

の育成を図る。

・生命科学に関する高度の専門知識と広範な学際的知識を身につけ，かつ社会

性，倫理性を備えた医療人，研究者の養成を図る。

（２）教育内容等に関する目標を達成するための措置

【学士課程】

１）アドミッション・ポリシーに関する具体的方策

①各学部・学科の入学者受入れ方針（求める学生像，学生募集方法，入試の在

り方等）を明確にする。

併せて，入学者受入れ方針に関する情報・広報活動等の充実を図る。

②各学部・学科の望む学生像と，受験する学生の求める大学像のマッチングが

可能となる入学者選抜方法として，ＡＯ入試等を導入する。

また，入学後の進路変更に柔軟に対応するための体制づくりを行う。

２）教育課程に関する具体的方策

①各学部は学生の卒業時における質の向上を図るため，独自の積み上げ式教育プ

ログラムを作成する。同時に教養教育，専門教育を各学部間で相互に開放する

ことにより，多様かつ学際的な教育体制を構築する。

②高等教育における学士教育（教養教育，学部専門教育）及び大学院教育の役割
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と位置付けを明確化し，学士･大学院課程間のカリキュラムの有機的な連携を

より一層深めるための改革を推進する。

③民間企業，官庁，ＮＰＯ等の外部組織の教育資源を積極的に活用することによ

り，多様かつ実践的な教育体制を構築する。

３）教育方法に関する具体的方策

①授業形態と教育効果の関係を常に点検し，最適な授業形態の採用に努めると

ともに，学ぶ者と教える者の「対話と議論」を重視した少人数・討論型授業

を積極的に導入する。

②ＴＡ・ＲＡの役割，任務，配置等基本方針の見直しにより，制度の充実を図る。

③授業に IT 技術等(プレゼンテーション等）を導入し，その効果的な活用を図

る。

④学内，他大学間，大学以外の外部組織（民間企業，官庁等）との連携を一元的

に行うことなどにより，効率的かつ多様できめ細かい教育の提供を行う。

⑤優れた課題探究能力を育成するうえで，最も効果的な教育内容と方法に関す

る検討を行い，教育実践の改善を図る。さらに，望ましい学習習慣と学習法

を獲得させるため，授業時間外の指導体制や学習環境の整備充実を図る。

４）成績評価に関する具体的方策

①全ての授業科目について履修者が到達すべき学習目標と成績評価基準をシラバ

スなどに公表し，学習到達度に対する厳格な成績評価を徹底する。

②社会的信頼の獲得と説明責任を果たすため，教育の成果を教育目的･目標と

ともに公表する。

【大学院課程】

１）アドミッション・ポリシーに関する具体的方策

①教育目的･目標と入学者受入れ方針の公表，大学院入学者選抜方法の改革などに

より，入学者選抜の適切化を図る。

２）教育課程に関する具体的方策

①各専攻の授業内容の精選と見直しを進め，コア・カリキュラムの確立を図ると

ともに，各専攻分野の急速な進展や学問を取り巻く時代状況の変化に迅速に対

応できる，柔軟なカリキュラム体系を構築する。併せて，学際性，応用力，実

践力を養うための授業科目の整備を行う。



- 4 -

３）教育方法に関する具体的方策

①先進的教育内容の教授を常に維持するため，ピアレビューなどにより教育内

容の精選と先進化を推進し，全ての教育科目について教育内容をシラバスな

どにより公表する。

②国内外の教育研究機関との交流促進，英語による授業の拡充などにより，大

学院教育における教育方法や教授内容の国際化を一層推進する。

４）成績評価に関する具体的方策

①授業の達成目標に対する到達度を厳格に評価するため，成績評価方法と基準を

公表し，その厳格な適用を図る。

②自立した研究者･技術者を育成するため，学生の研究活動を適切に評価する方法

を検討し，その導入を図る。

（３）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

１）教員組織編成に関する具体的方策

①岡山大学が達成しようとする基本的な教育目標に則して，また新たな学問の展

開や社会状況に則して，人事計画の見直しや人事の柔軟な運用が機動的にでき

るシステムを整備する。

２）教育環境の整備に関する具体的方策

①学生の自主学習を推進するため，図書館（分館含む。）の機能を充実させる

とともに，各学部に自習のためのスペースを確保し，コンピュータ等の設備

に限らずソフト面も含めた環境整備を進める。

②総合情報基盤センターを中核として，学部・大学院等との連携を強化し，キ

ャンパス情報インフラの整備･充実を組織的かつ継続的に推進し，高度に情

報化された先進的教育環境の実現を目指す。キャンパス情報基盤の高度化を

実現することにより，情報処理教育の強化，自主的な学習環境の整備，電子

図書館機能の充実，遠隔教育あるいはオンデマンド型教育の実現などを図る。

３）教育の質の改善に関する具体的方策

①学部・研究科ごとに教育活動の適切な評価方法･評価基準の確立を目指し，

教育活動に関する教員の個人評価を実施する。

②教育の改善を図るため，大学・学部・研究科の自己点検，第三者評価，学生

による授業評価，教員の個人評価等を有機的かつ積極的に利活用するための

基本方針を策定し，評価結果を適切にフィードバックして，教員の教育につい
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ての取り組みの強化を図る。

４）教材，学習指導法等に関する研究開発及びＦＤに関する具体的方策

①大学教育に関する研究･開発及び企画立案を担う教育開発センターが中心と

なり，全学的，組織的に教育内容及び授業方法改善の取り組みを推進する。

②学生を積極的にＦＤに参画させることを通じて，学ぶ者の視点を授業改善に取

り込み，有効なＦＤを展開する。

５）全国共同教育，学内共同教育等に関する具体的方策

①地球物質科学研究センターは，全国共同利用施設として教育研究等のための教

育研究基盤に係る設備を整備し，全国技術支援業務･共同教育を行う。

②本学の具備する教育資源の再点検評価を行い，それに基づき，遠隔教育シス

テムの整備を進めるなど，学部・大学院レベルにおける他大学との共同教育

体制の機能的充実を図る。

③総合大学として本学が具備している教育資源を有効に活用するため，教育開

発センターが主体となり，学内共同教育体制の再編整備を図る。

６）学部・研究科等の教育実施体制等に関する特記事項

①効果的な教養教育に基づく学部の専門性を備えた人材を育成する。

②社会からの要請が高い高度専門職業人を養成する。

③学部専門教育の柔構造化を図るために副専攻制などを導入し，学際的素養と幅

広く思考することのできる人材の育成を図る。

④本学の大学院（文化科学研究科・自然科学研究科・医歯学総合研究科（薬学

を統合予定））はいずれも学部領域を越えた分野を総合化して構成されてお

り，この本学研究科の特性を活かして，学問の総合化に基づく教育プログラ

ムの充実・整備を推進する。

さらに３つの大学院に関連する環境総合大学院を構想し，総合的学術目標に

根ざした教育を行う。

⑤新設の大学院法務研究科の教育内容を，自然科学系学部の教育内容と関連づけ

た特色あるものにするとともに，産業・技術連携を視野に入れたビジネス・ス

クールや教育組織マネジメント分野及びＭＯＴ等の専門職大学院を創設するた

めの基盤づくりを推進する。
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⑥日本技術者教育認定機構認証をはじめ，各種の国家資格や国際的資格の取得を

意図した教育内容・カリキュラムの整備を図る。

⑦卒後臨床研修等の必修化に対応した教育プログラムの管理・研修計画の充

実を図るなど医師・歯科医師の卒前・卒後教育の充実を図るとともに，指導

医並びに研修医の評価システムを構築する。また，看護師・コメディカルの

卒前・卒後教育，臨床薬学教育を充実する。

（４）学生への支援に関する目標を達成するための措置

１）学習相談・助言・支援の組織的対応に関する具体的方策

①平成１８年度までにアカデミック・アドバイザー制やオフィス・アワー制の一

層の充実を図り，自主学習及び生活･進路相談における指導体制を強化する。

②語学自習設備の充実をなど，最も効果的に自主学習が行える環境整備を進める

とともに，キャンパス情報インフラをより一層充実させ，学生が日常的に利用

できる環境を早期に整備する。

③学生による社会貢献の一環としてボランティア活動を大学教育の中に位置づけ，

学生のボランティア活動への参加を適切に評価・支援する体制を整える。

④学生生活の利便性を増進するため，サークル活動などの課外活動等を活性化さ

せ，これを支援する施設を整備し，かつソフト面の充実を図る。

⑤福利厚生施設等の整備・充実を図るための方策を検討し，学生サービスの向上

を図る。

２）生活相談・就職支援等に関する具体的方策

①個人的悩みを抱える学生，不適応状態に陥っている学生，セクハラに直面して

いる学生等に対して，その相談に応じ，適切な指導助言を行うため，専門的職

員等を配置し，カウンセリング機能の充実強化を図る。

②各学部･学科は，就職資料室の整備や就職担当教員の配置を行うとともに，就職

セミナーを開催するなど，学生のニーズに応えたきめの細かい就職活動支援サ

ービスを提供する。

③学生の心身の健康を保持増進し，エイズなどの感染症に対する予防等のた

め，保健環境センターを中心として，学生に対する啓蒙活動を推進する。

④障害のある学生からの生活相談に応じ，障害者の修学をサポートするために学

生や教員による支援体制などの組織を早急に整備する。併せて，教職員･学生に
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対して修学支援に関する啓蒙活動を実施する。また，学内施設のバリアフリー

化を推進する。

３）経済的支援に関する具体的方策

①奨学金などの経済的支援制度の充実や授業料減免制度の活用を図る。また，特

待生制度の導入についても検討する。

４）社会人・留学生等に対する配慮に関する具体的方策

①社会人・留学生等の受入れを推進するとともに，個別指導体制の強化や留学

生に対する日本文化の理解促進のため鑑賞会・見学旅行等を年１回実施する

などにより，多様な教育的背景を有する社会人や留学生の教育に対応する。

②社会人の再学習需要に適切に対応し，社会人特別選抜制度の拡大と弾力化

を図るとともに公開講座，科目等履修生等の制度を活用して，一層のリカ

レント教育を推進する。

２ 研究に関する目標を達成するための措置

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

１）目指すべき研究の方向性

①岡山大学の個性を最大限に活かして，国際的に通用する高度な中核的拠点の形

成を目指すとともに，研究活動を通して，国際的に活躍できる優秀な研究者

や高度専門職業人を養成・輩出する。さらに，新しい研究領域の開拓を積極的

に推進する。

②基礎研究を基に大学として重点領域，重点課題として取り組む研究については，

プロジェクト研究として，戦略的に推進する。

２）大学として重点的に取り組む領域に関する具体的方策

①研究担当理事の下に，学内における重点的研究課題・領域を「岡山大学重点プ

ロジェクト」として選定し，これを推進支援する仕組みを構築する。

②「岡山大学重点プロジェクト」としては，当面，次の選定基準を設ける。

・優れた学術的成果･実績を有し，引き続き研究拠点形成を担い得る研究領域

・学際的･先導的な領域で，今後研究拠点を担い得ると期待できる研究

・独創的･画期的成果が期待できる萌芽的研究

・研究活動における岡山大学の個性化や地域貢献に資する研究

③２１世紀ＣＯＥプログラムに採択された研究拠点への重点支援を行う。

④「循環型社会への戦略的廃棄物ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ」及び「固体地球科学の国際拠点形成」
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に関し，世界最高水準の研究拠点形成を目指し，研究推進支援のための仕組み

の構築，或いは，研究支援の方策を検討する。

３）成果の社会への還元に関する具体的方策

①教育，医療，環境等様々な社会の要請を的確に把握し，研究成果を積極的かつ

効果的に社会に還元するため研究推進・産学官連携機構を強化する。

４）研究の水準・成果の検証に関する具体的方策

①研究の水準・成果の検証のための多元的評価を行い，研究上の競争力を正確

に検証し，「岡山大学重点プロジェクト」を選定する。これらの結果に基づ

いて，新たな競争力創出のための研究支援措置を講じる。

（２）研究実施体制等の整備に関する目標を達成するための措置

１）研究者等の配置に関する具体的方策

①研究者の採用に当たっては，公募を原則とし，広く有能な研究者を獲得する。

②学長のリーダーシップと的確な研究の水準・成果の検証に基づき，効果的に

研究者等の人員を配置するなど，機能的に研究組織の創設・改編・廃止を可

能にする制度を策定する。

③新研究分野を創成し，推進するために，必要に応じ研究者等の連携や流動化等を含

めた全学的支援体制を構築する。

２）研究資金の配分システムに関する具体的方策

①研究資金の配分を一元的に行うことにより，既存の各学術分野のインフラス

トラクチャーを充実させる。

②「岡山大学重点プロジェクト」を中心にして，関連のある研究分野などに重

点的な配分を行う。

③配分に当たっては，評価結果を重視する。

３）研究に必要な設備等の活用・整備に関する具体的方策

①各学術分野の事情を考慮しつつ，基盤的研究施設・設備の整備充実を行い，全学的

共同利用化を図り，効率的利用を促進する。また，図書館の学術雑誌，特に電子ジ

ャーナル・論文引用情報を含む各種データベースの整備などの情報化を促進する。

②競争的研究資金等による研究の推進を支援するため，オープン・ラボラトリー

など，学内共同研究スペースを確保する。
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４）知的財産の創出，取得，管理及び活用に関する具体的方策

①知的財産の創出の意義と重要性を啓蒙し，それを指向する開発研究を推進する。さ

らに，研究推進・産学官連携機構（知的財産本部）を中心として，知的財産の戦略

的活用を可能とする制度及び環境の充実・強化を図る。

５）研究の質の向上システム等に関する具体的方策

①研究成果の評価を実施し，評価結果に基づく研究予算面での研究支援（資金配分シ

ステムの導入）を行うことにより研究水準の向上を図る。

②新たな研究上の競争力を創出するための学際的研究への資金投入の円滑化を

図る。

６）全国共同研究，学内共同研究等に関する具体的方策

①地球物質科学研究センターは，２１世紀ＣＯＥプログラムに採択された「固体

地球科学の国際研究拠点形成」の研究推進により，国際的トップレベルの拠点

形成を行う。また，全国共同利用施設として教育研究等のための研究基盤に係

る設備の整備と提供を行うとともに国内・国際共同研究を推進し，この分野に

おける国際研究拠点とする。

②教員及び教員グループが学外の各種共同研究（各省庁，自治体，民間企業ある

いは，全国共同利用施設募集の各共同研究など）に積極的に参加する。

③学内共同教育研究施設等は，各領域の研究の高度化等に対応した研究支援体制

を強化・促進するとともに，恒常的に見直しを行い，広く共同研究を企画し，

個別の基盤技術を効率的に融合し，新しい発想の展開により，学内外の研究者

を組織することを意図とする。

④これらの各種共同研究において得られた成果や経験を発信，活用するために，

定期的に研究成果の交流の場を設ける。

７）学部・研究科・附置研究所等の研究実施体制等に関する特記事項

①各学部・研究科・附置研究所等の研究実施体制を支えるインフラストラクチャ

－に関する大学としての見解を明確にし，その経済的支援に関するガイドライ

ンについても検討する。

②本学横断的に使用される高度研究機器，計測機器等に関する効率的な活用と本

学の財産としての立場からの保守管理の原則を決める。

③学部横断的に分野別研究棟の構築をするなど，効果的な研究棟の管理運営に関
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するマスタープランの作成を開始し，将来構想を立案する。

④研究・教育活動に伴って排出される廃棄物に関する基本的な考え方を明確にし，

適切に処理する。

３ その他の目標を達成するための措置

（１）社会との連携，国際交流等に関する目標を達成するための措置

１）社会との連携，協力に関する具体的方策

①岡山大学が有する教育機能を活用し，地域教育機関と連携して社会や地域の

文化的発展に貢献するとともに，早急に情報のデータベース化の整備を図り，

教育に対する社会のニーズに積極的に応える。

②岡山大学が所有する研究資料や研究成果等の公開，公開講座等の実施，リカ

レント教育の推進，サテライト教育の拡大・充実など，地域における生涯学

習の拠点としての責務を果たす。

２）産学官連携の推進に関する具体的方策

①共同研究，受託研究等，産学官の連携による研究の推進を図るため，研究推進

・産学官連携機構の充実を図る。

３）地域の公私立大学等との連携・支援に関する具体的方策

①教育研究の将来の発展という視点から，学術交流，単位互換等，地域の大学間

連携を一層推進する。

４）国際交流等に関する具体的方策

①国際交流推進機構を中核として，国際交流協定校との共同研究や留学プログラ

ムの推進，また留学生相談窓口，外国人研究者・留学生宿泊施設の拡充など，

外国人研究者，留学生を積極的に受け入れるとともに，受入れ体制をより一

層整備・充実する。

②岡山大学の研究者，学生の海外派遣（留学）のための支援体制を国際交流推

進機構と留学生センター等の関連組織が連携・協力して推進を図る。

③国際交流の推進のため，国際交流推進機構を中核として，国際研修プログラム

や国際交流協定校へ事務職員を相互に派遣する制度を整備し，国際化に対応で

きる専門職員の養成・育成等を図る。

④国際交流推進機構を中核として，国際交流協定校等と情報ネットワーク基盤の

整備や相互に海外サテライト・オフィスを設置するなどにより，海外の大学，

研究機関との連携交流を推進する。
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５）教育研究活動に関連した国際貢献に関する具体的方策

①国際交流推進機構を中核として，国際シンポジウムなどの開催，国際共同研究

など，教育研究活動面での連携・交流活発化を推進する。

②国際交流推進機構を中核として，国際開発サポートセンターを通じた国際援助

機関が行う人材育成事業への参画及び独立行政法人 国際協力機構（JICA）や

地方公共団体との連携による専門家の派遣，研修員の受入れにより発展途上国

への教育・研究協力及び社会貢献を推進する。

（２）附属病院に関する目標を達成するための措置

１）患者中心の人間的医療環境の創生に関する具体的方策

①患者の待ち時間を短縮し，移動を少なくする診療体制を確立する。また，電子

カルテによる外来診療などのＩＴ化を進める。

②患者の求めに適確に対応し得る診療体制を構築するなど，患者中心の医療環境

（体制）の整備・充実を図る。

③平成１５年度院内設置した総合患者支援センターの整備を進めるとともに，患

者を支援するための体制の整備・充実を図る。

２）高度先進医療の提供，先端医療の開発並びに臨床研究の推進に関する具体的

方策

①安全で確立した移植医療の提供，幅広い分野への高度先進医療の提供，国際的

水準の医療の提供及びに医療と福祉の充実に貢献し得る体制の整備・充実を図

る。

②学外の医療機関等との共同研究等を推進するとともに，臨床治験支援センター

の設置を通じて，治験を迅速かつ適正に実施し得る体制の整備・充実を図る。

３）良質な医療人の育成に関する具体的方策

①卒後臨床研修の必修化に対応した研修プログラムの充実とともに医療教育・卒

後研修センターを設置し，医師・歯科医師の卒前・卒後教育の充実を図る。ま

た，先見性，創造性を持った医療人の育成を目指すとともに創造的医療人を育

成するための体制の整備・充実を図る。

４）効率的・効果的医療環境の構築に関する具体的方策

①効率的・効果的医療環境が実現し得る体制の整備・充実を図るため，医療設備

の更新整備，人的資源の再配置及び光学医療診療部等の設置を検討する。
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②岡山県の救急医療の中心として地域に貢献し得る，また，全国の救急医療，救

急医学の発展に貢献し得る体制の整備・充実を図るとともに，社会が切望する

救急担当医師の養成を目指す。

③総合患者支援センターの整備により，患者の紹介，逆紹介の一括管理を行うと

ともに，近隣地域の医療ネットワークの構築を通じて，地域医療の質的向上に

貢献し得る体制の整備を図る。

④院内全ての医療従事者を対象とした接遇研修会の開催や教育・研修の実施等を

通じて，医療従事者の質的向上を図るための体制を整備する。

⑤医療安全管理マニュアル等の整備・充実，総合医療情報システムの効果的利用

などにより，医療安全管理の質的向上を図るための体制を整備する。

５）病院の管理体制の強化に関する具体的方策

①病院長の責任と権限を明確化する方策として専任化を検討する。また，副病院

長を４～６名配置し，各人の担当を明確にした体制とする。

６）病院の運営体制の強化，外部評価システムの構築等に関する具体的方策

①病院長直轄の戦略企画部門の設置や，病院機能評価機構等多元的な評価システ

ムの構築など，国民から評価される無駄のない効率的な病院運営を目指す。

７）医療資源の効率的運用に関する具体的方策

①全職員のコスト意識改革や院内評価システムの構築などにより，業務運営の改

善及び効率化を図る体制を整備する。

８）教育の質の向上に関する具体的方策

①卒後臨床研修カリキュラムの整備，医療機関との交換留学制度の整備，薬学生

のための医療薬学教育並びに実習の充実などを通して教育・実習機関としての

体制を整備・充実する。

②医師，歯科医師及びコ・メディカル，コ・デンタルの生涯教育のための教育・

研修プログラムの作成や学内外の教育指導者への研修ワークショップ開催など

を通して，広く医療人を育成する。

９）施設・設備の整備に関する具体的方策

①病院再開発計画を推進するため，新病棟（Ⅱ期病棟）の早期着工に努める。併

せて，各種検査機械設備等を計画的に整備することを検討する。
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（３）附属学校に関する目標を達成するための措置

１）大学・学部との連携・協力の強化に関する具体的方策

①教育実習の理念を一層明確にし，教育学部と附属学校園とが一体となって，学

生の教育実践力の育成を図る。

２）学校運営の改善に関する具体的方策

①学校運営の改善を積極的に推進する。

②社会に開かれた学校として，社会貢献を積極的に果たす。

３）附属学校の目標を達成するための入学者選抜の改善に関する具体的方策

①入学者選抜の改善に努める。

②多様な子どもを入学させ，公立学校の教育に資する教育研究，教育実践を教育

学部と附属学校園との共同で行う。

４）公立学校との人事交流に対応した体系的な教職員研修に関する具体的方策

①教育学部との連携の中で，教員としての専門性，見識等を高めるための研修プ

ログラム等を検討する。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置

１）全学的な経営戦略の確立に関する具体的方策

①人材，財政，施設など，大学資源の全学共有化を確立し，学長・役員会に

よる全学的な経営方針によるトップマネージメントを徹底させ，戦略的な

運営体制を確立する。

２）運営組織の効果的・機動的な運営に関する具体的方策

①岡山大学における教育，研究，運営等の役割分担による効率的，機動的な意

思決定システムと執行体制並びに部局の意見・意向を役員会等に反映させ

るための会議等を設置する。

３）学部長等を中心とした機動的・戦略的な学部等運営に関する具体的方策

①学部長等が全学の方針に基づいて学部次元での企画立案・管理や学部経営等を

機動的・戦略的に運営するために学部長室等を設置する。また，大学執行部と

の共通理解を得るための部局連絡会の設置や教員が教育・研究に専念できる体

制を作り，学部運営の円滑化を図る。

４）教員・事務職員等による一体的な運営に関する具体的方策
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①理事のそれぞれの役割に則した専門的な能力を持った事務組織とするととも

に，事務組織を継続的に見直しを図る。

５）全学的視点からの戦略的な学内資源配分に関する具体的方策

①先進的かつ高度な研究や，最高水準の成果が期待できる「岡山大学重点プロジ

ェクト」に経済的支援を行う等，教育・研究の活性化を図るため，研究経費等

の配分に競争原理を，資金の運用に経営的視点を導入する。各部局への配分は，

全学的な観点や各学部の特色を勘案しつつ，業績評価を活用して，必要な予算

配分を行う。

６）学外の有識者・専門家の登用に関する具体的方策

①法務，企業経営等の専門家を登用するなど，大学運営に学外の意見を積極

的に反映させる。また，そのための仕組みを確立する。各学部は，外部有

識者等の意見を積極的に取り入れる等により，部局の運営改善を図る。

７）内部監査機能の充実に関する具体的方策

①岡山大学の業務と財務を適切に実施するため，運営諸活動の遂行状況を公正か

つ客観的な立場で検討等を行い，これに基づき改善のための助言・勧告を行う

機能を持った法人監査室を置くなどにより，適切で実効ある内部監査システム

を構築する。

８）国立大学間の自主的な連携・協力体制に関する具体的方策

①新国立大学協会（仮称）の共同事業に参画するなど，国立大学法人間の共同業

務についての連携を推進する。

２ 教育研究組織の見直しに関する目標を達成するための措置

１）教育研究組織の編成・見直しのシステムに関する具体的方策

①教育内容・教育プログラムの改善，重点研究・共同研究等の推進等，教育研

究の見直しを立案する専門部門の強化などにより，総合大学の本来的な機能

が十二分に発揮できる体制を確立する。

２）教育研究組織の見直しの方向性に関する具体的方策

①教員配置方法の転換等を図るなど，教育・研究活動において機動性，競争性，

戦略性に富んだ組織（体制）づくりが可能となるシステムを構築する。

②本学の大学院（文化科学研究科，医歯学総合研究科，自然科学研究科）を中

心として，卓越した研究者養成の目標を掲げて教育の充実を図る。

・文学研究科・法学研究科・経済学研究科及び文化科学研究科の統合・再編を

早期に行うことにより，学際性と総合性を強化して，視野の広い高度専門職
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業人や研究者を育成する。

・医歯学総合研究科に薬学系を含めた医歯薬学総合研究科及び保健学研究科（後

期課程）を早期に設置し，課題探求能力と問題解決能力のある全人的医療人

の育成を担う。

・早急に大学院自然科学研究科の組織改組を行い，国際的に通用する優れた人

材の養成と先進的研究の促進を図る。

・総合的学術目標である「自然と人間の共生」に根差した，循環型社会の構築

に資する学問追究の場としての環境総合大学院を構想・整備する。

・大学院連合学校教育学研究科については，構成大学間で今後とも，組織の拡

充・整備を図る。

③高度専門職業人の養成に力を注ぎ，社会的要請度の大きい大学院法務研究科

等の専門職大学院の設置・充実に積極的に取り組む。

④社会環境の変化に対応し，必要に応じて学部等教育研究組織の見直し及び改組

転換を図る。

３ 教職員の人事の適正化に関する目標を達成するための措置

１）人事評価システムの整備・活用に関する具体的方策

①教員の個人評価制度の活用や，職員に対する業務評価制度の活用など，厳正

な教職員の評価により，業績を適切に反映することのできる人事評価システ

ムを構築する。

２）柔軟で多様な人事制度の構築に関する具体的方策

①サバティカル制度の導入の検討など，国内外を問わず，優秀な人材を獲得する

ために，教育，研究，管理運営等に適切に対応できる人事システムを構築する。

３）任期制・公募制の導入など教員の流動性向上に関する具体的方策

①任期制の拡充，公募方法の見直し，公募対象範囲の拡大等を実施することによ

り，教員人事の流動性・多様性を高める。

４）外国人・女性等の教員採用の促進に関する具体的方策

①教育・研究の国際化や高度化，国際貢献を推進するため，公募要領の見直し等に

よる体制の整備を行い，外国人教員を積極的に登用すると同時に，男女平等化社

会を視野に入れた女性教員の受入れも促進する。

５）事務職員等の採用・養成・人事交流に関する具体的方策

①各分野ごとに業務に精通した専門職種を置くなど，事務職員の専門能力の向

上を図るため，専門性を重視した職種を新たに設定するとともに，事務・技

術系職員研修等の活用や民間研修や外国語研修などにより，研修制度の一層
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の拡充・整備を行う。また，他大学との人事交流については，関係機関等と

の調整を図りつつ，制度設計の検討を行う。

６）中長期的な観点に立った適切な人員（人件費）管理に関する具体的方策

①中・長期的な教職員の配置計画策定，評価及び評価に基づく見直しなど，戦略

的・効果的な人的資源の活用を達成するため，人件費管理を含んだ総合的な人

事管理システムを整備する。

７）人件費の削減に関する具体的方策

①総人件費改革の実行計画を踏まえ，平成 21 年度までに概ね４％の人件費の削減

を図る。

４ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

１）事務処理の効率化・合理化に関する具体的方策

①業務の統一化・標準化などによる事務処理の効率化・合理化を推進する。ま

た，職員一人一人の事務処理能力の強化とともに専門性の向上を図る。

②事務業務処理の電子化，事務業務のアウトソーシングの推進など，業務情報

及びその活用システムの高度化を推進し，諸業務の迅速化，効率化を図る。

２）複数大学による共同業務処理に関する具体的方策

①複数大学による共同業務の可能性を検討し，事務処理の効率化，合理化を目指

す。

３）事務組織の機能・編成の見直しに関する具体的方策

①大学運営の企画・立案に直接参画するなど，事務組織全体の編成を事務機能

及び人員数の両面から見直し，組織機能の効率化と合理化を推進する。

②大学運営の企画立案，教育研究支援等，多様化・複雑化や進展する社会環境

に応える総合的・機動的かつ柔軟な事務組織体制の確立を目指す。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 外部研究資金その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

１）科学研究費補助金等の外部資金増加に関する具体的方策

①外部資金獲得につながる情報（公募状況や企業ニーズ等）提供，産業界等との

パイプ役としての専門職員の配置など，科学研究費補助金をはじめとする競争

的研究資金，共同研究費及び奨学寄附金等の獲得に組織として積極的に取り組

む。

２）収入を伴う事業の実施に関する具体的方策
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①学生・患者等に対するサービス業務の推進や病院運営の効率化・適正化を図る。

また，新たな事業を企画することにより収入の安定的確保に努める。

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

１）管理的経費の抑制に関する具体的方策

①業務の外部委託，事務の合理化及び情報化の推進，共通部分の節電等により，

管理的経費や人件費の抑制に努める。

２）非常勤講師手当等の抑制に関する具体的方策

①教員一人一人が教育上の担う役割を再確認することにより，非常勤講師の役割

を明確にし，教育実施体制の見直しを行うなどにより，非常勤講師手当等の抑

制に努める。

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

１）資産の効率的・効果的運用を図るための具体的方策

①岡山大学が保有するすべての資産を検証の上，施設利用に対する有料化など，

有効な資産管理方法を検討し，効率的かつ効果的な資産運用システムを検討す

る。

２）施設設備の有効利用に関する具体的方策

①施設マネジメントの概念により，キャンパス全体について総合的かつ長期的

視点から，教育研究活動のための施設の確保･活用を図る。

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するための

措置

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

１）自己点検・評価の改善に関する具体的方策

①教員の個人評価の実施や評価データ等の一元管理システムの確立などにより，

自己点検・評価を行う学内実施体制を整備し，外部評価や第三者評価を積極的

に取り入れて評価の充実を図る。併せて，各種の評価に対応するため，「評価

センター」を設置する。

２）評価結果を大学運営の改善に活用するための具体的方策

①自己点検・評価，外部評価，第三者評価，学生による授業評価等の学内評価結果を

教育研究の向上，大学運営等の改善等に十分に反映させる。

２ 情報公開等の推進に関する目標を達成するための措置

１）大学情報の積極的な公開・提供及び広報に関する具体的方策

①岡山大学の研究成果，教育内容，財務状況，管理運営体制，社会貢献などの内容に

関する情報をホームページや広報誌に掲載とともに，外部情報機関に積極的かつ客
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観的に社会に提供する。

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

１ 施設設備の整備等に関する目標を達成するための措置

１）施設等の整備に関する具体的方策

①岡山大学における教育研究の発展を図るため，総合的・長期的・全学的な視点

に立った新たな施設整備の推進と施設マネジメントの執行体制を確立する。

２）施設等の有効活用及び維持管理に関する具体的方策

①施設の利用状況，設備の整備状況等を把握するなどにより，既存施設の有効利

用と効率的なメンテナンスの促進を図る。

②学生サービスの視点に立った学生のためのキャンパス環境整備，障害のある学

生も健常な学生も，ともに安全に大学生活を過ごすことのできる施設等の整備，

社会への大学の開放という視点に立ったキャンパス整備など，教育環境に相応

しいキャンパスづくりを推進する。

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置

１）労働安全衛生法等を踏まえた安全管理・事故防止に関する具体的方策

①災害防止計画等を策定するなど，労働安全衛生法等を踏まえ，責任体制の明確

化及び労働災害の防止等に関する総合的，計画的な学内労働安全衛生管理体制

の確立を目指す。

②基本的な部分の安全管理マニュアルと附属学校等には，不審者に対応したマニ

ュアルや医療関係においては連絡体制等も考慮したマニュアルを仕上げ，効果

的な構内事故防止体制を確立する。

③大学の使命である良質の教育・研究及び診療の提供を行うため，安全管理体制

及び医療安全管理体制の確立を目指す。

２）学生等の安全確保等に関する具体的方策

①学生等の教育研究やキャンパス生活における災害等防止のための安全管理体制

を強化するとともに，各部局は学生に対する安全衛生教育の実施のみならず，

安全衛生に関する講習会や講演会等に教職員・学生を積極的に参加させる。

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含む。），収支計画及び資金計画

別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額
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○ 短期借入金の限度額

１．短期借入金の限度額

５０億円

２．想定される理由

運営費交付金の受入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策

費として借り入れすることが想定されるため。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し，又は担保に供する計画

○ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画

(三朝地区（一）)

三朝地区（一）の土地の一部（鳥取県東伯郡三朝町大字山田字福 呂７８０

番１外，６３．０４㎡）を譲渡する。

（附属病院）

附属病院の施設・設備の整備に必要となる経費の長期借入れに伴い，本学の

敷地及び当該借入れにより取得する建物を担保に供する。

Ⅸ 剰余金の使途

○ 決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改

善・効率化並びに高度先進医療等の充実に必要な経費に充当する。

Ⅹ その他

１ 施設・設備に関する計画

施設・設備に関する計画

（単位 百万円）

施設・設備の内容 予定額 財 源

総額

・（医病）病棟Ⅱ期 ８,５５０ 施設整備費補助金 （１,２７０）

・総合検査診断システム 船舶建造費補助金 （ ０）

・小規模改修 長期借入金 （７,２８０）

・災害復旧工事 国立大学財務・経営センター

施設費交付金 （ ０）

（注１）金額については見込みであり，中期目標を達成するために必要な業務の実施状況

等を勘案した施設･設備の整備や老朽度合等を勘案した施設･設備の改修等が追加さ

れることもある。

（注２）小規模改修について１７年度以降は１６年度同額として試算している。
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なお，各事業年度の施設整備費補助金，船舶建造費補助金，国立大学財務・経営

センター施設費交付金，長期借入金については，事業の進展等により所要額の変動

が予想されるため，具体的な額については，各事業年度の予算編成過程等において

決定される。

２ 人事に関する計画

1) 方針

本学の人的資源をより有効に活かし，教育研究をはじめ全ての分野において

質の向上と個性化を推進し，国際競争力のある大学づくりを実現していくため

には，学部，大学院を含めた教育研究組織を大学としてどのように編成してい

くかが重要である。このため，大学全体として教職員配置数を一元的に管理す

ることとし，全学的方針により組織編成し，人員配置を行うこととする。

2) 人員に係る指標

平成１７年度当初より毎年１０名程度減ずることに努める。

また，新たな社会的要請や教育研究の質的向上のため必要な人員を確保する。

3) その他人材の確保，人材の養成などについての計画

① 教員については，広く公募することを原則とし，すでに導入している教員

の個人評価の活用や任期制の推進を検討するとともに，法人化の趣旨に沿っ

た自主的な研修を取り入れるなどにより，教員の資質の向上を図る。

② 事務系，技術系及び図書系の職員については，国立大学法人等職員採用試

験の合格者から採用し，国及び人事院等が行う研修へも可能な限り参加させ，

さらに，国や他の国立大学法人等とも積極的に人事交流を行うなどにより，

職員の資質の向上を図る。

③ ①及び②以外の職員についても，広く公募することを原則とし，国等が行

う研修へ可能な限り参加させ，他の国立大学法人等とも積極的に人事交流を

行うなどにより，職員の資質の向上を図る。

(参考) 中期目標期間中の人件費総額見込み

１５５,６０６百万円（退職手当は除く）

３ 中期目標期間を越える債務負担

中期目標期間を越える債務負担
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（ＰＦＩ事業）

該当事項なし

（長期借入金）

（単位：百万円）

年度 中期目標 次期以降 総 債 務

H16 H17 H18 H19 H20 H21

財源 期間小計 償 還 金 償 還 金

長期借入金

0 0 40 40 40 51 171 7,109 7,280

償 還 金

国立大学財

務・経営セ 858 967 1,105 1,297 1,388 1,388 7,003 7,995 14,998

ンター債務

負担金

※ 長期借入金・・・・平成１６年度以降，新規に借り入れる借入金

財務･経営ｾﾝﾀｰ債務負担金・・・・平成１５年度までに借り入れたもので，平成１６年度

に財務･経営ｾﾝﾀｰに承継されるもの。

なお，記載対象は平成２２年度以降に償還の必要があ

る借入分のみ。

(平成２１年度までに償還を終えるものは含まない・

・・昭和 54 ～ 59 年度借入分，平成 9 ～ 11 年度の医

療機器に係る借入分)

（リース資産）

該当事項なし

４ 災害復旧に関する計画

平成１６年１０月に発生した台風２３号により被災した施設の復旧整備をす

みやかに行う。
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別表（収容定員）

文学部 ７００人 文化科学研究科 ２３７人

教育学部 １１２０人 うち博士後期課程 ３６人

うち教員養成に係る分野 ８００人 うち博士前期課程 ２０１人

法学部 １１００人

経済学部 １１２０人 自然科学研究科 １３６３人

理学部 ６００人 うち博士後期課程 ３６９人

医学部 １２７０人 うち博士前期課程 ９９４人

うち医師養成に係る分野 ５９０人

歯学部 ３５０人 医歯学総合研究科 ５５０人

うち歯科医師養成に係る分野 ３５０人 うち博士課程 ５１０人

平 薬学部 ３２０人 うち修士課程 ４０人

工学部 １９００人

成 環境理工学部 ６００人 教育学研究科 １７５人

農学部 ４８０人 うち修士課程 １７５人

16 保健学研究科 ５２人

うち修士課程 ５２人

年 法務研究科 ６０人

① 学部の計 ９５６０人 うち法曹養成課程 ６０人

度

②博士課程の計 ９１５人

③修士課程の計 １４６２人

④法曹養成課程の計 ６０人

⑤研究科計 ２４３７人

①＋⑤【合計】 １１９９７人
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別表（収容定員）

文学部 ７００人 文化科学研究科 ２３７人

教育学部 １１２０人 うち博士後期課程 ３６人

うち教員養成に係る分野 ８００人 博士前期課程 ２０１人

法学部 １０５０人

経済学部 １０９０人 自然科学研究科 １２２５人

理学部 ６００人 うち博士後期課程 ３３５人

医学部 １２７０人 博士前期課程 ８９０人

うち医師養成に係る分野 ５９０人

歯学部 ３５０人 医歯薬学総合研究科 ６３３人

うち歯科医師養成に係る分野 ３５０人 うち博士課程 ５１２人

平 薬学部 ３２０人 修士課程 ４０人

工学部 １９００人 うち博士後期課程 １６人

成 環境理工学部 ６００人 博士前期課程 ６５人

農学部 ４８０人

17 教育学研究科 １８０人

うち修士課程 １８０人

年 ① 学部の計 ９４８０人 保健学研究科 ６２人

うち博士後期課程 １０人

度 博士前期課程 ５２人

環境学研究科 １２８人

うち博士後期課程 ２２人

博士前期課程 １０６人

法務研究科 １２０人

うち法曹養成課程 １２０人

②博士課程の計 ９３１人

③修士課程の計 １５３４人

④法曹養成課程計 １２０人

⑤研究科計 ２５８５人

①＋⑤【合計】 １２０６５人



- 24 -

別表（収容定員）

文学部 ７００人 社会文化科学研究科 ２３６人

教育学部 １１２０人 うち博士後期課程 ３６人

うち教員養成に係る分野 ８８０人 博士前期課程 ２００人

法学部 １０００人

経済学部 １０６０人 自然科学研究科 １０８７人

理学部 ６００人 うち博士後期課程 ３０１人

医学部 １２７０人 博士前期課程 ７８６人

うち医師養成に係る分野 ５９０人

歯学部 ３５０人 医歯薬学総合研究科 ７１４人

うち歯科医師養成に係る分野 ３５０人 うち博士課程 ５１２人

平 薬学部 ３２０人 修士課程 ４０人

工学部 １９００人 うち博士後期課程 ３２人

成 環境理工学部 ６００人 博士前期課程 １３０人

農学部 ４８０人

18 教育学研究科 １８０人

うち修士課程 １８０人

年 保健学研究科 ７２人

① 学部の計 ９４００人 うち博士後期課程 ２０人

度 博士前期課程 ５２人

環境学研究科 ２５６人

うち博士後期課程 ４４人

博士前期課程 ２１２人

法務研究科 １８０人

うち法曹養成課程 １８０人

②博士課程の計 ９４５人

③修士課程の計 １６００人

④法曹養成課程計 １８０人

⑤研究科計 ２７２５人

①＋⑤【合計】 １２１２５人
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別表（収容定員）

文学部 ７００人 社会文化科学研究科 ２３６人

教育学部 １１２０人 うち博士後期課程 ３６人

うち教員養成に係る分野 ９６０人 博士前期課程 ２００人

法学部 ９６０人

経済学部 １０４０人 自然科学研究科 １０５３人

理学部 ６００人 うち博士後期課程 ２６７人

医学部 １２７０人 博士前期課程 ７８６人

うち医師養成に係る分野 ５９０人

歯学部 ３５０人 医歯薬学総合研究科 ７３０人

うち歯科医師養成に係る分野 ３５０人 うち博士課程 ５１２人

平 薬学部 ３２０人 修士課程 ４０人

工学部 １９００人 うち博士後期課程 ４８人

成 環境理工学部 ６００人 博士前期課程 １３０人

農学部 ４８０人

19 教育学研究科 １８０人

① 学部の計 ９３４０人 うち修士課程 １８０人

年 保健学研究科 ８２人

うち博士後期課程 ３０人

度 博士前期課程 ５２人

環境学研究科 ２７８人

うち博士後期課程 ６６人

博士前期課程 ２１２人

法務研究科 １８０人

うち法曹養成課程 １８０人

②博士課程の計 ９５９人

③修士課程の計 １６００人

④法曹養成課程計 １８０人

⑤研究科計 ２７３９人

①＋⑤【合計】 １２０７９人
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別表（収容定員）

文学部 ７００人 社会文化科学研究科 ２３６人

教育学部 １１２０人 うち博士後期課程 ３６人

うち教員養成に係る分野 １０４０人 博士前期課程 ２００人

法学部 ９００人

経済学部 ９８０人 自然科学研究科 １０５３人

理学部 ６００人 うち博士後期課程 ２６７人

医学部 １２７０人 博士前期課程 ７８６人

うち医師養成に係る分野 ５９０人

歯学部 ３５０人 医歯薬学総合研究科 ７３０人

うち歯科医師養成に係る分野 ３５０人 うち博士課程 ５１２人

平 薬学部 ３２０人 修士課程 ４０人

工学部 １９００人 うち博士後期課程 ４８人

成 環境理工学部 ６００人 博士前期課程 １３０人

農学部 ４８０人 教育学研究科 １８０人

20 うち修士課程 １６０人

① 学部の計 ９２２０人 専門職学位課程 ２０人

年

保健学研究科 ８２人

度 うち博士後期課程 ３０人

博士前期課程 ５２人

環境学研究科 ２７８人

うち博士後期課程 ６６人

博士前期課程 ２１２人

法務研究科 １８０人

うち法曹養成課程 １８０人

②博士課程の計 ９５９人

③修士課程の計 １５８０人

④法曹養成課程計 １８０人

⑤専門職学位課程計（④を除く。）

２０人

⑥研究科計 ２７３９人

①＋⑥【合計】 １１９５９人
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別表（収容定員）

文学部 ７００人 社会文化科学研究科 ２３６人

教育学部 １１２０人 うち博士後期課程 ３６人

うち教員養成に係る分野 １１２０人 博士前期課程 ２００人

法学部 ９００人

経済学部 ９８０人 自然科学研究科 １０４９人

理学部 ６００人 うち博士課程（５年一貫制）

医学部 １２８０人 ４人

うち医師養成に係る分野 ６００人 博士後期課程 ２６３人

歯学部 ３５０人 博士前期課程 ７８２人

うち歯科医師養成に係る分野 ３５０人

平 薬学部 ３２０人 医歯薬学総合研究科 ７３０人

工学部 １９００人 うち博士課程 ５１２人

成 環境理工学部 ６００人 修士課程 ４０人

農学部 ４８０人 うち博士後期課程 ４８人

21 博士前期課程 １３０人

① 学部の計 ９２３０人

年 教育学研究科 １８０人

うち修士課程 １４０人

度 専門職学位課程 ４０人

保健学研究科 ８２人

うち博士後期課程 ３０人

博士前期課程 ５２人

環境学研究科 ２７８人

うち博士後期課程 ６６人

博士前期課程 ２１２人

法務研究科 １８０人

うち法曹養成課程 １８０人

②博士課程の計 ９５９人

③修士課程の計 １５５６人

④法曹養成課程計 １８０人

⑤専門職学位課程計（④を除く。）

４０人

⑥研究科計 ２７３５人

①＋⑥【合計】 １１９６５人



- 28 -

（別紙）予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画

１．予 算

平成１６年度～平成２１年度 予算
（単位：百万円）

区 分 金 額

収 入

運営費交付金 １１６,１０７

施設整備費補助金 １,２７０

船舶建造費補助金 ０

施設整備資金貸付金償還時補助金 ６,０７６

国立大学財務・経営センター施設費交付金 ０

自己収入 １６１,６０２

授業料及入学金検定料収入 ４８,６３２

附属病院収入 １１１,８３２

財産処分収入 ０

雑収入 １,１３８

産学連携等研究収入及び寄付金収入等 １８,３１６

長期借入金収入 ７,２８０

計 ３１０,６５１

支 出

業務費 ２６４,５４４

教育研究経費 １１６,８８０

診療経費 ９８,８３１

一般管理費 ４８,８３３

施設整備費 ８,５５０

船舶建造費 ０

産学連携等研究経費及び寄付金事業費等 １８,３１６

長期借入金償還金 １９,２４１

計 ３１０,６５１

[人件費の見積り]

中期目標期間中総額 １５５,６０６百万円を支出する。(退職手当は除く)

注）人件費の見積りについては､１７年度以降は１６年度の人件費見積り額を踏まえ試算している。

注）退職手当については、国立大学法人岡山大学退職手当規程に基づいて支給することとするが、運営

費交付金として措置される額については、各事業年度の予算編成過程において国家公務員退職手当法

に準じて算定される。

注）組織設置に伴う学年進行の影響は考慮していない。
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《運営費交付金の算定ルール》

○毎事業年度に交付する運営費交付金については、以下の事業区分に基づき、それぞれの対応する数式により
算定したもので決定する。

Ⅰ〔学部教育等標準運営費交付金対象事業費〕
①「一般管理費」：管理運営に必要な職員(役員含む)の人件費相当額及び管理運営経費の総額。

Ｌ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＬ(ｙ)。
②「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究に必要な設置基準上の教職員の人件費相当額及び

教育研究経費の総額。Ｄ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＤ(ｙ)。(Ｄ(ｘ)は、設置基準に基づく教員に
かかる給与費相当額。)

③「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究に必要な標準法上の教職員の人件費相当額及び教育研究経
費の総額。Ｄ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＤ(ｙ)。(Ｄ(ｘ)は、標準法に基づく教員にかかる給与費
相当額。)

④「教育等施設基盤経費」：教育研究等を実施するための基盤となる施設の維持保全に必要となる経費。
Ｆ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＦ(ｙ)。

〔学部教育等標準運営費交付金対象収入〕
⑤「入学料収入」：当該事業年度における入学定員数に入学料標準額を乗じた額。

(平成１５年度入学料免除率で算出される免除相当額については除外)
⑥「授業料収入」：当該事業年度における収容定員数に授業料標準額を乗じた額。

(平成１５年度授業料免除率で算出される免除相当額については除外)

Ⅱ〔特定運営費交付金対象事業費〕
⑦「学部・大学院教育研究経費」：学部・大学院の教育研究活動の実態に応じ必要となる教職員の人件費相当

額及び教育研究経費の総額。Ｄ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＤ(ｙ)。
⑧「附属学校教育研究経費」：附属学校の教育研究活動の実態に応じて必要となる教職員の人件費相当額及び

教育研究経費の総額。Ｄ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＤ(ｙ)。
⑨「教育研究診療経費」：附属病院の教育研究診療活動に必要となる教職員の人件費相当額及び教育研究診療

経費の総額。Ｅ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＥ(ｙ)。
⑩「附置研究所経費」：附置研究所の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費の総額。

Ｅ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＥ(ｙ)。
⑪「附属施設等経費」：附属施設の研究活動に必要となる教職員の人件費相当額及び事業経費の総額。

Ｅ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＥ(ｙ)。
⑫「特別教育研究経費」：特別教育研究経費として、当該事業年度において措置する経費。
⑬「特殊要因経費」：特殊要因経費として、当該事業年度に措置する経費。
〔特定運営費交付金対象収入〕
⑭「その他収入」：検定料収入、入学料収入(入学定員超過分)、授業料収入(収容定員超過分)、雑収入。

平成１６年度予算額を基準とし、中期計画期間中は同額。

Ⅲ〔附属病院運営費交付金対象事業費〕
⑮「一般診療経費」：附属病院の一般診療活動に必要となる人件費相当額及び一般診療経費の総額。平成１６

年度予算額を基準とし、中期計画期間中は同額。
⑯「債務償還経費」：債務償還経費として、当該事業年度において措置する経費。
⑰「附属病院特殊要因経費」：附属病院特殊要因経費として、当該事業年度に措置する経費。

〔附属病院運営費交付金対象収入〕
⑱「附属病院収入」：附属病院収入。Ｊ(ｙ－１)は直前の事業年度におけるＪ(ｙ)。

運営費交付金 ＝ Ａ（ｙ）＋ Ｂ（ｙ）＋ Ｃ（ｙ）

１．毎事業年度の教育研究経費にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金については、以下
の数式により決定する。

Ａ(ｙ)＝ Ｄ(ｙ)＋ Ｅ(ｙ)＋ Ｆ(ｙ)＋Ｇ(ｙ)－ Ｈ(ｙ)

（１）Ｄ(ｙ)＝ ｛Ｄ(ｙ－１)×β(係数)×γ(係数)－Ｄ(ｘ)｝×α(係数)＋Ｄ(ｘ)
（２）Ｅ(ｙ)＝ Ｅ(ｙ－１)×β(係数)×α(係数)
（３）Ｆ(ｙ)＝ Ｆ(ｙ－１)×α(係数)± ε(施設面積調整額)
（４）Ｇ(ｙ)＝ Ｇ(ｙ)
（５）Ｈ(ｙ)＝ Ｈ(ｙ)

Ｄ(ｙ)：学部・大学院教育研究経費(②・⑦)、附属学校教育研究経費(③・⑧)を対象。
Ｅ(ｙ)：教育研究診療経費(⑨)、附置研究所経費(⑩)、附属施設等経費(⑪)を対象。
Ｆ(ｙ)：教育等施設基盤経費(④)を対象。
Ｇ(ｙ)：特別教育研究経費(⑫)を対象。
Ｈ(ｙ)：入学料収入(⑤)、授業料収入(⑥)、その他収入(⑭)を対象。

２．毎事業年度の診療経費にかかる附属病院運営費交付金については、以下の数式により決定する。
Ｂ(ｙ)＝ Ｉ(ｙ)－ Ｊ(ｙ)
(１)Ｉ(ｙ)＝ Ｉ(ｙ)
(２)Ｊ(ｙ)＝ Ｊ(ｙ－１)＋Ｋ(ｙ) ［Ｋ(ｙ)＝Ｊ’(ｙ)×λ(係数)－Ｊ’(ｙ)］
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〔その他〕附属病院運営費交付金算定ルールは、診療分の運営費交付金を受ける附属病院のみ適用。

Ｉ(ｙ)：一般診療経費(⑮)、債務償還経費(⑯)、附属病院特殊要因経費(⑰)を対象。
Ｊ(ｙ)：附属病院収入(⑱)を対象｡(Ｊ’(ｙ)は､平成16年度附属病院収入予算額｡Ｋ(ｙ)は､｢経営改善額｣｡)

３．毎事業年度の一般管理費等にかかる学部教育等標準運営費交付金及び特定運営費交付金については、以下
の数式により決定する。

Ｃ(ｙ)＝Ｌ(ｙ)＋Ｍ(ｙ)
(１)Ｌ(ｙ)＝Ｌ(ｙ－１)×α(係数) Ｌ(ｙ)：一般管理費(①)を対象
(２)Ｍ(ｙ)＝Ｍ(ｙ) Ｍ(ｙ)：特殊要因経費(⑬)を対象。

【諸係数】
α(アルファ)：効率化係数。△１％とする。
β(ベータ) ：教育研究政策係数。物価動向等の社会経済情勢等及び教育研究上の必要性を総合的に勘案して必要に

応じ運用するための係数。
各事業年度の予算編成過程において当該事業年度おける具体的な係数値を決定。
なお、物価動向等の社会経済情勢等を総合的に勘案した係数を運用する場合には、一般管理経費につ
いても必要に応じ同様の調整を行う。

γ(ガンマ) ：教育研究組織係数。学部・大学院等の組織整備に対応するための係数。
各事業年度の予算編成過程において当該事業年度おける具体的な係数値を決定。

ε(ｲﾌﾟｼﾛﾝ) ：施設面積調整額。施設の経年別保有面積の変動に対応するための調整額。
各事業年度の予算編成過程において当該事業年度における具体的な調整額を決定。

λ(ラムダ) ：経営改善係数。2％とする｡平成17年度以降､中期計画期間中に相当程度の収支改善を求めるための係数。
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《注記》

注）運営費交付金は上記算定ルールに基づき、一定の仮定の下に試算されたものであり、各事業年度の

運営費交付金については、予算編成過程においてルールを適用して再計算され、決定される。

なお､運営費交付金で措置される「特別教育研究経費」「特殊要因経費」については、１７年度以降

は１６年度と同額として試算しているが、教育研究の進展等により所要額の変動が予想されるため、

具体的な額については、各事業年度の予算編成過程において決定される。

注）施設整備費補助金、船舶建造費補助金、国立大学財務・経営センター施設費交付金、長期借入金収

入は、「施設・設備に関する計画」に記載した額を計上している。

注）施設整備資金貸付金償還時補助金は、償還計画に基づく所要額を計上している。

注）自己収入、産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、１６年度と同額として収入予定額を計

上している。

注）産学連携等研究収入及び寄附金収入等は、版権及び特許権等収入を含む。

注）業務費、施設整備費、船舶建造費については、１６年度と同額として試算した支出予定額を計上して

いる。

注）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等は、産学連携等研究収入及び寄附金収入等により行われる事

業経費を計上している。

注）長期借入金償還金については、償還計画に基づく所要額を計上している。

注）運営費交付金算定ルールに基づく試算において「教育研究政策係数」「教育研究組織係数」は２とし、

また、「施設面積調整額」については、面積調整はないものとして試算している。
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２．収支計画

平成１６年度～平成２１年度 収支計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

費用の部 ２９７,３８５

経常費用 ２９７,３８５

業務費 ２６７,２３６

教育研究経費 ２３,２５３

診療経費 ６２,５５６

受託研究費等 １０,０９７

役員人件費 ９９９

教員人件費 １０３,０４８

職員人件費 ６７,２８３

一般管理費 ９,９５３

財務費用 ３,２６５

雑損 ０

減価償却費 １６,９３１

臨時損失 ０

収入の部 ３０６,０６９

経常収益 ３０６,０６９

運営費交付金 １１０,５８４

授業料収益 ４１,１９８

入学金収益 ６,１２６

検定料収益 １,３０８

附属病院収益 １１１,８３２

受託研究等収益 １０,０９７

寄附金収益 ８,０７１

財務収益 ０

雑益 １,１３８

資産見返運営費交付金等戻入 ３,４３０

資産見返寄附金戻入 ９１

資産見返物品受贈額戻入 １２,１９４

臨時利益 ０

純利益 ８,６８４

総利益 ８,６８４

注）受託研究費等は、受託事業費、共同研究費及び共同事業費を含む。

注）受託研究等収益は、受託事業収益、共同研究収益及び共同事業収益を含む。
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３．資金計画

平成１６年度～平成２１年度 資金計画

（単位：百万円）

区 分 金 額

資金支出 ３１２,８４７

業務活動による支出 ２７７,１９０

投資活動による支出 １４,２２０

財務活動による支出 １９,２４１

次期中期目標期間への繰越金 ２,１９６

資金収入 ３１２,８４７

業務活動による収入 ２９６,０２５

運営費交付金による収入 １１６,１０７

授業料及入学金検定料による収入 ４８,６３２

附属病院収入 １１１,８３２

受託研究等収入 １０,０９７

寄付金収入 ８,２１９

その他の収入 １,１３８

投資活動による収入 ７,３４６

施設費による収入 ７,３４６

その他の収入 ０

財務活動による収入 ７,２８０

前期中期目標期間よりの繰越金 ２,１９６

注）施設費による収入には、独立行政法人国立大学財務・経営センターにおける施設費交付事業に

係る交付金を含む。

注）前期中期目標期間よりの繰越金には，奨学寄付金に係る国からの承継見込み額２，１９６百万円

を含む。
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